
第 ４ 回 
さいたま市・岩槻市任意合併協議会次第 

 
日 時：平成１５年１２月２５日（木）午後２時 

場 所：岩槻駅東口コミュニティセンター多目的イベントスペース  

 

１ 開  会 
 
２ 会長あいさつ 

 
３ 議  事 

(1) 報告事項 
報告第１号 地下鉄７号線延伸整備事業に係る知事所見回答 

後の状況について 
報告第２号 さいたま市と岩槻市との合併に伴う事務事業の 

一元化について 
   報告第３号 新市建設計画案の策定方針について 
 

(2) 提案事項 
提案第１号 さいたま市と岩槻市との合併に伴う課題のうち 

一部事務組合に関する課題の取扱いについて 
   提案第２号 行政区の範囲、名称及び事務所の位置について 
   提案第３号 合併後最初に行われる一般選挙により選出され 
         る議会の議員の定数の取扱いについて 
 
 (3) その他 
 
４ 閉  会 



 
 
 

第４回  

 

さいたま市・岩槻市任意合併協議会  

 

報告事項  
 

1



報 告 第 １ 号  

   地 下 鉄 ７ 号 線 延 伸 整 備 事 業 に 係 る 知 事 所 見 回 答 後 の 状 況 に つ い

て  

 地 下 鉄 ７ 号 線 延 伸 整 備 事 業 に 係 る 知 事 所 見 回 答 後 の 状 況 に つ い て 、

別 紙 の と お り 同 事 業 に 関 す る 基 本 的 考 え 方 が 発 表 さ れ た の で 報 告 す る 。 

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 報 告  

さ い た ま 市 ・ 岩 槻 市 任 意 合 併 協 議 会  

会 長   兵  藤   釗  
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別 紙  

地 下 鉄 ７ 号 線 延 伸 に 関 す る 基 本 的 考 え 方  

 

【 ４ 原 則 】  

１  ス ケ ー ル メ リ ッ ト の 活 用  

  鉄 道 事 業 は 、 一 定 の 需 要 の も と に お い て は 、 で き る だ け 路 線 を 延

ば し 、 ス ケ ー ル メ リ ッ ト を 生 か し て 、 開 発 効 果 や 収 益 性 の 確 保 を 図

る こ と が 重 要 で あ る 。  

２  運 政 審 答 申 の 尊 重  

  「 目 標 年 次 （ 平 成 ２ ７ 年 ） ま で に 開 業 す る こ と が 適 当 で あ る 」 と

の 運 政 審 答 申 を 尊 重 す る 。  

３  地 元 の 期 待 を 踏 ま え て 検 討  

  延 伸 に 対 す る 地 元 の 期 待 を 踏 ま え 、 ど の よ う に し た ら 延 伸 で き る

の か 、 と の 方 向 の も と で 検 討 を 進 め る 。  

４  三 者 共 働 し て の 推 進  

  県 と さ い た ま 市 、 岩 槻 市 と が 密 接 に 連 携 を 図 り 、 必 要 な 役 割 を 果

た し な が ら 検 討 を 進 め る な ど 、常 に 三 者 が 共 働 し て 取 組 み を 進 め る 。 

 

【 ２ 課 題 】  

１  検 討 委 員 会  

  建 設 計 画 や 需 要 予 測 の 精 査 、 効 果 的 な 事 業 手 法 の 確 立 な ど 延 伸 に

向 け た 課 題 に つ い て 、 検 討 委 員 会 で 十 分 な 議 論 を い た だ く 。  

２  埼 玉 高 速 鉄 道 の 経 営 改 善  

  埼 玉 高 速 鉄 道 （ 株 ） の よ り 一 層 の 経 営 改 善 を 図 る 。  
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報 告 第 ２ 号  

   さ い た ま 市 と 岩 槻 市 と の 合 併 に 伴 う 事 務 事 業 の 一 元 化 に つ い て  

 さ い た ま 市 と 岩 槻 市 と の 合 併 に 伴 う 事 務 事 業 の 一 元 化 に つ い て 、 別

紙 の と お り 報 告 す る 。  

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 報 告  

さ い た ま 市 ・ 岩 槻 市 任 意 合 併 協 議 会  

会 長   兵  藤   釗  
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別 紙  

 

  さいたま市と岩槻市との合併に伴う事務事業の一元化について 

 

 

１ 目的 

     さいたま市と岩槻市との合併に伴う事務事業の一元化を図るため、各事務

事業について調整案を作成する。 

 

２ 基本方針 

事務事業の一元化は、市民福祉の向上、健全財政の確保、行政改革の推進

等に留意するとともに、第１回さいたま市・岩槻市任意合併協議会における

協議の基本方針を踏まえ、編入合併を前提として、さいたま市の制度を基本

に調整を行う。  
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報 告 第 ３ 号  

   新 市 建 設 計 画 案 の 策 定 方 針 に つ い て  

 新 市 建 設 計 画 案 の 策 定 方 針 に つ い て 、 別 紙 の と お り 報 告 す る 。  

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 報 告  

さ い た ま 市 ・ 岩 槻 市 任 意 合 併 協 議 会  

会 長   兵  藤   釗  
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別 紙 
 

新市建設計画案の策定方針 

 

 

 

１ 計画案の趣旨 

さいたま市と岩槻市との合併後の新市の建設を総合的かつ効果的に進めることを

目的に、両市の一体性の速やかな確立及び地域の均衡ある発展と住民福祉の向上を

図るため具体的な施策の方向を示すものとする。 

 

２ 計画案の構成 

  本計画案は、新市建設の基本方針、事業計画及び財政計画を中心に構成する。  

 

３ 計画期間 

本計画案の期間は、合併年度及びこれに続く 10か年度とする。 

 

４ 計画案の対象区域 

  本計画案は、さいたま市及び岩槻市の区域を対象とする。 

 

５ 計画案の基本指針 

（１） 厳しい財政環境の下、限られた財源の重点的かつ効率的な配分を基本に、 

真に両市の合併後のまちづくりに資する計画案とする。 

（２） 合理的で健全な財政運営に裏付けられた計画案とする。 

（３） 岩槻市第 3 次総合振興計画を参考に、さいたま市総合振興計画を踏まえた

計画案とする。 

（４） 地域の特性やバランスを考慮した計画案とする。 
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     新市建設計画案  構成イメージ 
 

 

  Ⅰ 序論 

    １ 合併の必要性 

    ２ 合併の効果 

    ３ 計画案の策定方針 

 

  Ⅱ 両市の概況及び主要指標の推計 

    １ 位置、地勢 

    ２ 人口、世帯 

    ３ 産業 

 

  Ⅲ 新市建設の基本方針 

    １ 新市建設の理念及び将来像 

２ 岩槻区域のさいたま市における位置づけ 

    ３ 土地利用 

 

  Ⅳ 事業計画 

 

  Ⅴ 財政計画 
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さいたま市と岩槻市の総合振興計画の比較

　■基本構想

さいたま市 岩槻市

名称 さいたま市総合振興計画基本構想 岩槻市第3次総合振興計画基本構想

策定時期 平成14年12月 平成12年12月

目標年次 平成32年度（2020年度） 平成27年度（2015年度）

想定人口 約120万人 13万5千人

基本理念
○市民と行政の協働
○人と自然の尊重
○未来への希望と責任

○人間性尊重のまちづくり
○健康で安心のまちづくり
○自然・歴史・文化を生かしたまちづくり
○生活環境の整った活力あるまちづくり
○市民主役のまちづくり

将来都市像
　「多彩な都市活動が展開される東日本の交流拠点都市」
　「見沼の緑と荒川の水に象徴される環境共生都市」
　「若い力の育つゆとりある生活文化都市」

　「住んで安心、暮らして生き生き、ふれあいと躍動の共生都市・いわつき」

■基本計画
さいたま市 岩槻市

名称 さいたま市総合振興計画基本計画（素案） 岩槻市第3次総合振興計画前期基本計画

策定時期 平成16年3月（予定） 平成12年12月

計画期間 平成16年度（2004年度）から平成25年度（2013年度）までの10年間 平成13年度（2001年度）から平成17年度（2005年度）までの5年間

人口見通し 115万8千人 11万6千人

計画の構成

　
　第1部　　基本計画の策定にあたって
　第2部　　さいたま市らしさを生み出す都市づくり
　第3部　　都市づくりの進め方
　第4部　　分野別計画
　　　　　　　　・環境・アメニティ
　　　　　　　　・健康・福祉
　　　　　　　　・教育・文化・スポーツ
　　　　　　　　・都市基盤・交通
　　　　　　　　・産業・経済
　　　　　　　　・安全・生活基盤
　　　　　　　　・交流・コミュニティ
　第5部　　各区の将来像

　
　第1章　　安らぎと安全の暮らし支えるまちづくり
　　　　　　　　・生活基盤の整備
　　　　　　　　・生活環境の向上
　第2章　　健やかに生きがいはぐくむまちづくり
　　　　　　　　・保健・医療・福祉の充実
　　　　　　　　・教育・文化・スポーツの振興
　第3章　　生き生きと人が行き交うまちづくり
　　　　　　　　・産業・経済の振興
　第4章　　思いやりと心ふれあうまちづくり
　　　　　　　　・心豊かな地域社会の創造
　第5章　　効率的行政の展開と市民に開かれたまちづくり
　　　　　　　　・基本計画の推進
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第４回  

 

さいたま市・岩槻市任意合併協議会  

 

提案事項  
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提 案 第 １ 号  

   さ い た ま 市 と 岩 槻 市 と の 合 併 に 伴 う 課 題 の う ち 一 部 事 務 組 合 に

関 す る 課 題 の 取 扱 い に つ い て  

 さ い た ま 市 と 岩 槻 市 と の 合 併 に 伴 う 課 題 の う ち 一 部 事 務 組 合 に 関 す

る 課 題 の 取 扱 い に つ い て 、 別 紙 の と お り 提 案 す る 。  

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 提 案  

さ い た ま 市 ・ 岩 槻 市 任 意 合 併 協 議 会  

会 長   兵  藤   釗  
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別 紙  

埼  清 掃 組 合 と 埼  斎 場 組 合 の 一 部 事 務 組 合 に 関 し て 、 そ れ ぞ れ 次

の 課 題 解 決 の 方 針 を 岩 槻 市 に お い て 作 成 す る 。  

( 1 )  埼  清 掃 組 合 に つ い て  

岩 槻 市 分 の し 尿 に つ い て 、 さ い た ま 市 の 現 有 施 設 で の 受 入 れ が

能 力 的 に 困 難 な 状 況 か ら 、 組 合 と の 関 わ り に 留 意 し つ つ 委 託 を 含

め た 合 併 後 の 方 向 性 を 総 合 的 に 検 討 す る こ と 。  

 

( 2 )  埼  斎 場 組 合 に つ い て  

さ い た ま 市 の 現 有 施 設 に て 当 面 は 受 入 れ が 可 能 な 状 況 か ら 、 組

合 か ら の 脱 退 の 可 能 性 を 含 め た 合 併 後 の 方 向 性 を 総 合 的 に 検 討 す

る こ と 。  
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提 案 第 ２ 号  

   行 政 区 の 範 囲 、 名 称 及 び 事 務 所 の 位 置 に つ い て  

 行 政 区 の 範 囲 、 名 称 及 び 事 務 所 の 位 置 に つ い て 、 別 紙 の と お り 提 案

す る 。  

平 成 １ ５ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日 提 案  

さ い た ま 市 ・ 岩 槻 市 任 意 合 併 協 議 会  

会 長   兵  藤   釗  
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別 紙  

 合 併 す る こ と と な っ た 場 合 の 岩 槻 市 の 行 政 区 の 範 囲 、 名 称 及 び 事 務

所 の 位 置 に つ い て 、そ の 取 扱 い（ 案 ）を さ い た ま 市 に お い て 作 成 す る 。  
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（参 考） 

《さいたま市・岩槻市の行政区域の現況比較》 

                      【両市の区域】 

 
 

  

          さいたま市  岩槻市 

区 分 面積(㎢) 人口（人） 面積(㎢) 人口（人） 

西区 ２９．００ ８２，１３５  ４９．１６ １１２，０４４ 

北区 １６．９３ １３１，０７５  

大宮区 １２．７８ １０５，８９３ 

見沼区 ３０．６４ １５１，１６９ 

中央区 ８．３８ ８８，９３８ 

桜区 １８．６０ ９１，９２９ 

浦和区 １１．５４ １３９，１６８ 

南区 １３．９０ １６６，５５７ 

緑区 ２６．５６ １０３，５４６ 

さいたま市計 １６８．３３ １，０６０，４１０ 

 

区の平均値  １８．７０    １１７，８２３  

※人口：平成１５年１２月１日現在「住民基本台帳・外国人登録原票」記載人口 
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提案第３号  

   合 併後最初に行われる一般選挙により選出される議会の議員の定数

の取扱いについて  

 合 併後最初に行われる一般選挙により選出される議会の議員の定数の取

扱いについて、別紙のとおり提案する。  

  平成１５年１２月２５日提案  

さいたま市・岩槻市任意合併協議会  

会長   兵  藤   釗  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16



別紙  

 さ いたま市・岩槻市任意合併協議会協議の基本方針において、合併する

場合の議員定数は「編入合併特例定数」と確認されているが、市町村の合

併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号）第６条第５項の規定によ

り、「合併後最初に行われる一般選挙により選出される議会の議員の任期に

相当する期間についても、両市の協議により編入合併特例定数とすること

ができる。」とされているので、その取扱い（案）を両市の議会においてそ

れぞれ作成する。  
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(参　考）

５０日以内

（第6条第2項） （第6条第5項）
特例定数　７１人  特例定数　７１人

■　合併特例法の期限内に合併すると想定した場合の議員定数

■　編入合併特例定数

　合併特例法の期限内に合併すると想定した場合、合併後50日以内に岩槻市の区域だ
けで増員選挙を行う。増員される議員数は編入先のさいたま市との人口比から算出さ
れる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岩槻市人口）
　増員数⇒64人（さいたま市の議員定数）×109,247/1,024,053＝6.83⇒７人（四捨五入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（さいたま市人口）
　　　　※人口は平成12年国勢調査時

■　さいたま市と岩槻市が合併（編入）した場合の増員数

岩槻市議員定数
２７人

　増員選挙

７人 ７人

      　　自治法
　  　　　第91条
　　　　　による
　　　　定数

さいたま市議員定数
６４人

　　６４人 ６４人 ６４人

《参考》自治法第91条による定数は、人口が90万以上130万未満の場合は64人で、130万を超える場合は72人。
　　　　　※人口は、官報で告示された最近の国勢調査の人口とする。

         合併 　　　　　　　　　　　　　　一般選挙（H２３．４）

　合併後の増員選挙において、編入合併特例定数を採ることができ（合併特例法第6
条第2項）、さらに増員選挙に続く一般選挙においても、この特例定数を採ることが
できる。（同条第5項）

増員選挙に続く最初の
一般選挙（H１９．４）
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※合併特例法 

 
第６条第２項 

 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村にあっては、地方自治法第９

１条の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、その編入をする合併関係市町

村の議会の議員の残任期間に相当する期間に限り、その区域の全部又は一部が編入され

ることとなる合併関係市町村ごとに、当該編入されることとなる合併関係市町村の当該

編入される区域の人口（同法第２５４条に規定する人口によるものとする。第１０条第

２項を除き、以下同じ。）を当該編入をする合併関係市町村の人口で除して得た数を当

該編入をする合併関係市町村の議会の議員の定数（以下「旧定数」という。）に乗じて

得た数（0.5人未満の端数があるときはその端数は切り捨て、0.5人以上１人未満の端数
があるときはその端数は１人とする。ただし、その区域の全部が編入されることとなる

合併関係市町村においてその数が 0.5人未満のときも１人とする。）の合計数を旧定数に
加えた数（以下「編入合併特例定数」という。）をもってその議会の議員の定数とする

ことができる。ただし、議員がすべてなくなったときは、第５項の規定により編入合併

特例定数をもってその議会の議員の定数とする場合を除き、その定数は、同法第９１条

の規定による定数に復帰するものとする。 
 
第６条第５項 

 他の市町村の区域の全部又は一部を編入した合併市町村が、第２項の規定により編入

合併特例定数をもってその議会の議員の定数とする場合においては、地方自治法第９１

条の規定にかかわらず、合併関係市町村の協議により、市町村の合併後最初に行われる

一般選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間についても、編入合併特例

定数をもってその議会の議員の定数とすることができる。ただし、その任期の満了すべ

き日前に議員がすべてなくなったときは、その定数は、同条の規定による定数に復帰す

るものとする。 

19




